
オンライン開催： 2026年5月~2027年2月

東洋経済Tech×サイバーセキュリティ

複数協賛型セミナーのご案内

広告特集



東洋経済ブランドスタジオのスタッフが広告主様を取材させていただき、

読者に読まれるコンテンツに仕上げます。
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東洋経済のセミナー・フォーラムの特徴

収録について｜収録場所

1.企画・
アサイン力

5.トップクラス
の開催実績

2.信頼性の
ある媒体

4.開催までの
伴走力

3.リードの
質の高さ

1.旬の話題に沿ったテーマを企画立案。また自社独自のネットワークを
駆使し、著名な有識者へのアサインを実施します。

2.経済専門のメディアとして約130年にわたり情報を発信。週刊誌、
オンライン、会社四季報など様々な媒体の読者へのアプローチが可能です。

3.経営・役員層をメインに、情報感度の高いビジネスパーソンのリードを
多数保持しています（意思決定者へのアプローチに強みを持ちます）。

4.セミナー専属のディレクターが、企画から運営まで一気通貫で対応。
クライアント様のパートナーとして伴走します。

5.2010年よりセミナー事業を開始。ビジネスメディアの中ではトップクラスの
開催実績を誇り、メジャーなジャンルからニッチなジャンルまで、オンライン・
オフライン問わず様々な経営課題をテーマにしたセミナーを実施しております。



記事広告

東洋経済ブランドスタジオのスタッフが広告主様を取材させていただき、

読者に読まれるコンテンツに仕上げます。
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複数協賛型ウェビナー テーマ一覧

実施時期 テーマ タイトル 申込締切

2026年
5月

ランサムウェア攻撃
ランサムウェア攻撃に備えるサイバーセキュリティ戦略

～あなたの会社も狙われている！情報漏洩リスクから企業を守る～

2026年2月27日（金）
※早割申込締切
1月30日（金）

2026年
7月

製造業・
サプライチェーンセキュリティ

製造業セキュリティカンファレンス 2026
～脆弱な生産拠点を狙うサイバー犯罪の脅威に備える～

2026年4月24日（金）
※早割申込締切
3月27日（金）

2026年
10月

ゼロトラストセキュリティ
企業を脅威から守る ゼロトラストセキュリティ

～AIが悪用されるリスクから組織を防御するカギとは～

2026年7月24日（金）
※早割申込締切
5月29日（金）

2026年
12月

サイバーレジリエンス
対策急務！法制度の転換期におけるサイバーレジリエンス経営

～能動的サイバー防御実現への未来～

2026年9月25日（金）
※早割申込締切
8月28日（金）

2027年
2月

サイバーセキュリティ月間
AIエージェント時代のサイバー防衛

～高速化・自律化する攻撃に企業はどう備えるか～

2026年11月27日（金）
※早割申込締切

10月30日（金）



4

概要・料金・プログラムイメージ・メニューなど
サイバーセキュリティの最新動向についてピックアップし、大きな社会のトレンドやニーズを捉えたテーマに焦点を当てたセミナーを開催します。トレンドのテーマ
を取り上げることで、セミナー参加者に対してサイバーセキュリティへの関心を想起させます。

スポンサーメニュー

プログラムイメージ

時刻（予定） 講演時間 セッション枠 協賛費用（税別）

14:00-14:30 30分 基調講演 -

14:30-15:00 30分 協賛枠1 プレゼンテーション ¥3,000,000

15:00-15:30 30分 協賛枠2 プレゼンテーション ¥2,700,000

15:30-16:00 30分 協賛枠3 プレゼンテーション ¥2,700,000

料金 *【企画成立条件】GOLDプラン協賛1社 かつ 協賛社2社以上

GOLDプラン：¥3,000,000円（税別） 想定申込数：300名 協賛枠：1～3
・特記事項：協賛セッションの収録対応あり（弊社提携スタジオにて収録実施）

SILVERプラン：¥2,700,000円（税別） 想定申込数：300名 協賛枠：2, 3（※GOLD枠が優先となります。）
・特記事項：協賛セッションの収録対応なし（mp4形式にて30分以内のプレゼンテーション動画をご支給ください）

※配信日はGOLDスポンサーないし1社目決定企業様に決定権がございます
※いずれもお申し込み〜開催まで2.5ヶ月~3ヶ月を想定（ご対応事項：講演者情報のご提出、事前収録対応、動画のご提出など）
※GOLDのみ、開催月4か月前の月末までにお申し込みの場合、定価より10％OFF
※SILVERにて、提携スタジオでの収録ご希望の場合は、Net20万円にてご実施可能です

1.プレゼンテーション（30分）
2.事前登録者リスト（想定集客数：300名）
※事前登録者リスト（会社名・部署名・役職・電話番号・メールアドレスなど）を開催日の2営業日以内にご提供。
※登録人数ならびに視聴人数の保証は行っておりません。また競合排除はできません。

3.資料送付
※セミナー視聴者でアンケートに回答した方に講演資料を送付（メールにてダウンロードURLをご案内）。



■2026年5月~2027年2月

東洋経済Tech×サイバーセキュリティ

複数協賛型ウェビナー 個別企画概要
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2026年5月実施予定 複数協賛型ウェビナー

■企画タイトル

ランサムウェア攻撃に備えるサイバーセキュリティ戦略

～あなたの会社も狙われている！情報漏洩リスクから企業を守る～

■概要
主 催 ：東洋経済新報社

協 賛 ：3社限定 (最少開催：2社) 

参加対象 ：企業の経営者、CIO、CISO、情報セキュリティ部門の意思決定者

申込・登録数 ：300名 ※保証ではありません。

参加費 ：無料（事前登録制）

配信方法 ：事前録画による擬似ライブ配信形式

集客方法：東洋経済メール、弊社主催セミナー過去参加者メール、東洋経済Tech×サイバーセキュリティページ、ほか

■概要文
2025年、業種を問わず日本を代表する大企業がランサムウェア攻撃の深刻な被害に遭い、事業活動の長期間停止を余儀なくされる事態が発生しています。このような被害が拡大する

主な要因として、複雑化した企業システムやインフラに潜む脆弱性が狙われていることに加えて、セキュリティソリューションの機能やプロセスを標的としてサイバー攻撃を実施し、

無効化・停止させることを目的としたEDRキラーや、WindowsのPowerShellなど正規のツールを使ってサイバー攻撃を行う手法など、セキュリティの監視を回避しながらランサム

ウェア感染を狙うなど、さらにAIの活用を含む攻撃手法が多様化・巧妙化し続けていることが挙げられます。ランサムウェア攻撃は、直接的な事業への影響だけでなく、情報漏洩によ

るステークホルダーからの信頼喪失という重大なリスクも伴うため、どの企業も例外なく、危機に備えた対策が不可欠です。本セミナーでは、ランサムウェアの最新の攻撃手法と実際

の被害事例を紹介し、組織がこの脅威に効果的に備えるために講じるべき具体的な対策について解説します。

■講演者案 ※講演者は開催成立後に弊社が優先順位をつけて登壇交渉を行います

神戸大学名誉教授 森井 昌克 氏

大阪大学 D3センター 教授 CISO 猪俣 敦夫 氏

アイフォレンセ日本データ復旧研究所 代表取締役 下垣内 太 氏

■スケジュール

セミナー開催時期：2026年5月下旬 お申し込み締め切り：2026年2月27日（金）
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2026年7月実施予定 複数協賛型ウェビナー

■企画タイトル

製造業セキュリティカンファレンス 2026

～脆弱な生産拠点を狙うサイバー犯罪の脅威に備える～

■概要
主 催 ：東洋経済新報社

協 賛 ：3社限定 (最少開催：2社) 

参加対象 ：企業の経営者、CIO、CISO、情報セキュリティ部門の意思決定者

申込・登録数 ：300名 ※保証ではありません。

参加費 ：無料（事前登録制）

配信方法 ：事前録画による擬似ライブ配信形式

集客方法：東洋経済メール、弊社主催セミナー過去参加者メール、東洋経済Tech×サイバーセキュリティページ、ほか

■概要文
生産拠点を狙ったサイバー攻撃によって、企業全体の事業継続に影響を与えるインシデントが頻発しています従来、工場内の制御システムは外部とは接続していませんでしたが、工場

のデジタル化や自動化が進む中で、近年は外部ネットワークと繋がることが一般化しています。一方で、工場にある多くの設備はインターネットへの接続を前提としていません。その

結果、そこに潜む脆弱性を標的としたサイバー攻撃が後を絶たず、被害は拡大の一途をたどっています。本イベントでは、製造業における最新のサイバーセキュリティ脅威を共有する

とともに、実効性のある対策や先進事例を紹介し、製造業企業がどのようにリスクに備えるべきかを参加 者の皆様と共に考えます。製造業のキーパーソンに直接訴求する貴重な機会と

して、ぜひご協賛を検討いただけましたら幸いです。 

■講演者案 ※講演者は開催成立後に弊社が優先順位をつけて登壇交渉を行います

日本サイバーセキュリティ・イノベーション委員会 代表理事 梶浦 敏範 氏 

横浜国立大学リスク共生社会創造センター 客員教授 野口 和彦 氏 

情報セキュリティ大学院大学 学長 後藤 厚宏 氏

■スケジュール

セミナー開催時期：2026年7月下旬 お申し込み締め切り：2026年4月24日（金
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2026年10月実施予定 複数協賛型ウェビナー

■企画タイトル

企業を脅威から守る ゼロトラストセキュリティ

～AIが悪用されるリスクから組織を防御するカギとは～

■概要
主 催 ：東洋経済新報社

協 賛 ：3社限定 (最少開催：2社) 

参加対象 ：企業の経営者、CIO、CISO、情報セキュリティ部門の意思決定者

申込・登録数 ：300名 ※保証ではありません。

参加費 ：無料（事前登録制）

配信方法 ：事前録画による擬似ライブ配信形式

集客方法：東洋経済メール、弊社主催セミナー過去参加者メール、東洋経済Tech×サイバーセキュリティページ、ほか

■概要文
近年、サイバー攻撃は巧妙化し、従来型の境界防御によるセキュリティ対策では防ぎきれない状況になっています。また、リモートワークの普及やクラウド利用の拡大により、社内と

外部ネットワークの明確な境界を監視・制御することが困難になっています。このような背景から、「決して信頼せず、常に確認し続ける」という原則に基づいた「ゼロトラスト」の

考え方が、セキュリティの新たな世界標準として注目を集めています。さらに、AIの進化による自律型AIエージェントの普及によって、システムがマイクロサービス化していく環境に

おいて、ゼロトラストの重要性は今後ますます高まると考えられます。本イベントでは、最新のサイバーセキュリティ脅威を共有するとともに、実効性のある対策や先進事例を紹介し、

ゼロトラストセキュリティがどのような効果をもたらすのかを参加者の皆様に提示します。サイバーセキュリティツール導入のキーパーソンに直接訴求する貴重な機会として、ぜひご

協賛を検討いただけましたら幸いです。 

■講演者案 ※講演者は開催成立後に弊社が優先順位をつけて登壇交渉を行います

東京電機大学 名誉教授 佐々木 良一 氏 

東洋大学 情報連携学部 准教授 満永 拓邦 氏

情報通信研究機構サイバーセキュリティ研究所主管研究員 中尾 康二 氏

■スケジュール

セミナー開催時期：2026年10月下旬 お申し込み締め切り：2026年7月24日（金）
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2026年12月実施予定 複数協賛型ウェビナー

■企画タイトル

対策急務！法制度の転換期におけるサイバーレジリエンス経営

～能動的サイバー防御実現への未来～

■概要
主 催 ：東洋経済新報社

協 賛 ：3社限定 (最少開催：2社) 

参加対象 ：企業の経営者、CIO、CISO、情報セキュリティ部門の意思決定者

申込・登録数 ：300名 ※保証ではありません。

参加費 ：無料（事前登録制）

配信方法 ：事前録画による擬似ライブ配信形式

集客方法：東洋経済メール、弊社主催セミナー過去参加者メール、東洋経済Tech×サイバーセキュリティページ、ほか

■概要文
現在、IoT製品を筆頭にデジタル製品を介したサイバー攻撃が急増しています。それを受け、EUではサイバーレジリエンス法（CRA）が2024年に施行され、ハードウェアおよびソフ

トウェア製品のライフサイクル全体に対して、EUのサイバーセキュリティに関する必須要件を導入する法的枠組みを整えています。日本でも、サイバーレジリエンスの考え方に基づい

たセキュリティ対策は、サイバー攻撃から自社の資産を守り、事業の継続性を高めることに不可欠になっていくことでしょう。現に、経済産業省は企業のセキュリティ対策状況を可視

化する「サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度」の運用の検討を始めるなど、サプライチェーン分野ではサイバーレジリエンスの考え方は導入されつつあります。

本セミナーでは、「サイバーレジリエンス」の概念に焦点を当て、最新のサイバーキュリティの動向を紹介します。具体的なセキュリティ対策に加え、攻撃に対する予測力と回復力を

高めることの重要性を解説します。 ぜひ、この機会に講演枠のご活用をご検討ください。

■講演者案 ※講演者は開催成立後に弊社が優先順位をつけて登壇交渉を行います

国立情報学研究所 アーキテクチャ科学研究系 教授 竹房 あつ子 氏

JPCERTコーディネーションセンター 脅威アナリスト 佐々木 勇人 氏

奈良先端科学技術大学院大学 教授 門林 雄基 氏

■スケジュール

セミナー開催時期：2026年12月下旬 お申し込み締め切り：2026年9月25日（金）



記事広告

東洋経済ブランドスタジオのスタッフが広告主様を取材させていただき、

読者に読まれるコンテンツに仕上げます。
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2027年2月実施予定 複数協賛型ウェビナー

■企画タイトル

AIエージェント時代のサイバー防衛

～高速化・自律化する攻撃に企業はどう備えるか～

■概要
主 催 ：東洋経済新報社

協 賛 ：3社限定 (最少開催：2社) 

参加対象 ：企業の経営者、CIO、CISO、情報セキュリティ部門の意思決定者

申込・登録数 ：300名 ※保証ではありません。

参加費 ：無料（事前登録制）

配信方法 ：事前録画による擬似ライブ配信形式

集客方法：東洋経済メール、弊社主催セミナー過去参加者メール、東洋経済Tech×サイバーセキュリティページ、ほか

■概要文
AIエージェントの進化により、サイバー攻撃は自律化・高速化の段階に突入した。かつて数日を要した侵入から情報流出までの工程は、今や数時間で完了し、攻撃速度は過去4年で3倍、

今後はAIにより100倍のスピード化が予測される。AIは人間の介在をほとんど必要とせず、攻撃→防御の脆弱性発見→再攻撃のサイクルを自ら学習・最適化しながら回す段階に入りつ

つある。さらに、生成AIによる精巧なディープフェイクや偽身元情報が拡散し、信頼基盤そのものが揺らいでいる。本フォーラムでは、こうした脅威構造の変化を踏まえ、これまで後

回しにされてきた対策を本格化させるための指針を提示。SOC整備、ゼロトラスト化、ID管理、脅威インテリジェンス共有、インシデント対応など、AI時代に不可欠な防衛策を多角的

に議論する。

■講演者案 ※講演者は開催成立後に弊社が優先順位をつけて登壇交渉を行います

国立研究開発法人情報通信研究機構 主席研究員 伊東 寛氏

内閣官房 内閣サイバーセキュリティセンター 参事官 村田 健太郎 氏

国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT） サイバーセキュリティ研究所 研究所長 井上 大介 氏

■スケジュール

セミナー開催時期：2027年2月下旬 お申し込み締め切り：2026年11月27日（金）
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複数協賛型セミナー事例

https://toyokeizai.net/sp/sm/ssc2022/

＜開催概要＞

2023年8月23日（水）14:00-16:00

「ハイブリッド社会におけるサイバーリスクへの

対応を考える」

＜協賛企業＞

（株）日立ソリューションズ

グーグル合同会社

クラウドストライク（株）

＜集客実績＞

申込者数：278名 視聴者数：161名

課長クラス以上含有率：60.6％

＜開催概要＞

2025年8月6日(水) 15:00~16:30

「今求められるサイバーレジリエンスの強化」

＜協賛企業＞

Rubrik Japan株式会社

Absolute Software株式会社

＜集客実績＞

申込者数：302名 視聴者数：181名

課長クラス以上含有率：54.6％

＜開催概要＞

2025年10月22日（水）14:00-17:00

「AI時代のゼロトラストセキュリティ」

＜協賛企業＞

株式会社マクニカ

株式会社網屋

ゼットスケーラー株式会社

ウィズセキュア株式会社

＜集客実績＞

申込者数：361名 視聴者数：199名

課長クラス以上含有率：52.9％
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■東洋経済Tech×サイバーセキュリティについて



記事広告
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東洋経済Tech×サイバーセキュリティ サイトコンセプト

サイバーセキュリティに関する、

ビジネス課題を解決するIT関連情報を発信

東洋経済オンラインでは、これまでも有料会員向けに「あなたの会社も狙われる！ サイバーセキュリティの大問題」というセキュリティに関する特集を組み、継続的に企業におけるのセキュリティの課題につい

て報じてきました。ビジネスの課題を解決するIT関連の情報源として、サイバー攻撃、セキュリティーの最新動向を知るのに加え、ビジネスへの影響を軽微にとどめ、事業継続を可能にする方策のために必要

な情報をお届けするべく、2023年12月より、サイバーセキュリティをテーマとした「東洋経済Tech×サイバーセキュリティ」を立ち上げました。

ビジネス系サイトでトップクラスの影響力を誇る東洋経済オンライン内にて、サイバーセキュリティに特化したテーマ別サイトとして展開してまいります。

https://toyokeizai.net/articles/-/720166https://toyokeizai.net/articles/-/719262

PC版

SP版https://toyokeizai.net/list/theme/security

AD AD

https://toyokeizai.net/articles/-/720166
https://toyokeizai.net/articles/-/720166
https://toyokeizai.net/articles/-/720166


47.1%

43.6%

5.8%

1.3%

2.2%

非常に大きな脅威である

どちらかと言えば脅威である

あまり脅威ではない

まったく脅威ではない

脅威の度合いが分からない

読者の特長

情報セキュリティの脅威

「東洋経済Tech×サイバーセキュリティ」の母体である「東洋経済オンライン」は、月間82,310,090 PV、15,113,518 UB（日本ABC協会 2023年1月〜3月平均）を誇るビジネス誌系サイトのトップラン

ナーです。平均年齢は40歳、約1/4が年商500億円以上の企業に勤務し、ビジネスの最前線でアクティブに活躍する読者がコアを占めます。

2025年に東洋経済オンライン読者を対象に行った「セキュリティに関する調査」（n=225）の結果、東洋経済オンライン読者は、情報セキュリティの問題について脅威に感じる一方で、具体的な対策を講じて

いない結果が出ています。また、とりわけ中小企業に関しては、セキュリティ投資が万全でないことがわかっています。

サイバーセキュリティ問題について、具体的な問題と対策を啓発すべき層が多くいることがわかります。

1 ウィルス対策セキュリティソフト 78.2%

2 ファイアーウォール製品 52.0%

3 VPN 48.9%

4 メールセキュリティシステム 40.4%

5
本人認証システム

（ICカード、生体認証等）
40.0%

6 ログ監視ツール・システム監視サービス 38.2%

サイバーセキュリティ対策

約9割が情報セキュリティ問題について

「脅威である」と回答

約8割が対策ソフト・サービスは導入の一方、具体的

な対策は一部企業にとどまる

15.8%

31.6%

14.0%

3.5%

0.9%

2.6%

0.0%

0.9%

30.7%

1.8%

0.0%

2.7%

1.8%

4.5%

3.6%

2.7%

10.8%

72.1%

投資していない

100万円未満

100万円〜500万円未満

500万円〜1,000万円未満

1,000万円〜2,000万円未満

2,000万円〜5,000万円未満

5,000万円〜1億円未満

1億円以上

不明

従業員500名未満 従業員500名以上

過去3年のサイバーセキュリティ投資

従業員500名未満の企業のうち、

約6割が500万円未満のみ投資
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東洋経済新報社・ビジネスプロモーション局
広告掲載規定・免責規定・キャンセルポリシー

15

お申し込み後のキャンセルについては以下の基準によりキャンセル料をいただきます。

「番組協賛」のキャンセル

原則、申込後のキャンセルはいたしかねます。申込書受領後のキャンセルは下記のキャンセル料が発生いたします。 予めご了承ください。
・開催日の３か月前の同一日以降1カ月前の同一日の前日の受付終了時間までは協賛費の50％
・開催日の１か月前の同一日以降は協賛費の100％

※免責事項の詳細は媒体資料もご参照ください。



広告に関するお問い合わせ・お申し込み

広告の入稿先

ad-send@toyokeizai.co.jp

問合わせ先＆申し込み先
ad-ask@toyokeizai.co.jp

東洋経済プロモーション

東洋経済新報社の雑誌およびデジタル広告、

セミナー、カスタム出版のご案内

https://biz.toyokeizai.net/

東洋経済新報社

ビジネスプロモーション局メディア営業部

https://corp.toyokeizai.net/

〒103ー8345

東京都中央区日本橋本石町1ー2ー1

東洋経済オンラインtwitter

https://twitter.com/toyokeizai/

東洋経済オンラインfacebook

https://www.facebook.com/ToyokeizaiOnline/

https://toyokeizai.net

東洋経済オンライン

営業時間：午前10時〜午後6時

※18：00以降のお問い合わせ・お申し込みに対する対応は

翌営業日以降とさせていただきます。

東洋経済オンラインLINE

TOYO KEIZAI BRAND STUDIO

東洋経済のコンテンツ制作力を生かした

広告主様向けのサービスをご提供

https://biz.toyokeizai.net/brandstudio/

東洋経済新報社ではJIAAが定める
ガイドラインに準拠して広告を配信しています。

広告お問い合わせフォーム

リンクはこちらをクリック

https://adform.toyokeizai.net/m/biz-ad/
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